
事 業 概 況 （平成 29年 2月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成29年 2月末現在における保険給付支払総額は7,008億円で、前年同期に比べ

て0.6％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,609億円で51.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,089億円で29.8％を占めている。以下、休業補償給付が12.5％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が7.4％増、療養補償給付が0.8％増、葬祭

料が0.3％増、二次健康診断等給付が0.1％増となっているのに対し、休業補償給付が2.4％減、年金等給付が1.0％減、

障害補償一時金が0.9％減、介護補償給付が0.3％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 704,918,103 100.0 1.6 △    700,820,789 100.0 0.6 △    

療 養 補 償 給 付 207,320,979 29.4 1.0 △    208,930,576 29.8 0.8

休 業 補 償 給 付 89,635,436 12.7 2.7 △    87,486,743 12.5 2.4 △    

障 害 補 償 一 時 金 28,280,032 4.0 2.1 △    28,036,466 4.0 0.9 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,012,922 0.9 12.1 △   6,457,588 0.9 7.4

葬 祭 料 1,892,997 0.3 11.9 △   1,898,444 0.3 0.3

介 護 補 償 給 付 6,121,947 0.9 2.1 △    6,101,809 0.9 0.3 △    

年 金 等 給 付 364,655,159 51.7 1.3 △    360,909,607 51.5 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 998,631 0.1 9.2 999,554 0.1 0.1

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　28年2月末 平成28年度　29年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が2,059億円で29.4％、「その他の事業」が1,962億円で28.0％、

「製造業」が1,739億円で24.8％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.9％、「船舶

所有者の事業」及び「漁業」がそれぞれ0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が3.8％増、「その他の事業」が2.1％増、「船舶所有者

の事業」が 1.7％増、「運輸業」が 0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が 5.4％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が5.3％減、「林業」が2.7％減、「建設事業」及び「製造業」がそれぞれ1.6％減となっている。（第２表） 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 704,918,103 100.0 1.6 △    700,820,789 100.0 0.6 △    

林 業 13,930,597 2.0 2.8 △    13,550,682 1.9 2.7 △    

漁 業 2,377,322 0.3 4.1 △    2,468,373 0.4 3.8

鉱 業 31,463,897 4.5 5.8 △    29,756,776 4.2 5.4 △    

建 設 事 業 209,318,931 29.7 2.9 △    205,909,598 29.4 1.6 △    

製 造 業 176,761,936 25.1 1.9 △    173,907,851 24.8 1.6 △    

運 輸 業 74,226,022 10.5 0.8 △    74,420,254 10.6 0.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,761,807 0.2 0.9 1,668,475 0.2 5.3 △    

そ の 他 の 事 業 192,138,334 27.3 0.6 196,150,624 28.0 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,939,257 0.4 2.7 2,988,156 0.4 1.7

平成27年度　28年2月末 平成28年度　29年2月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,947億円で53.9％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,363億円で37.8％、傷病補償年金が299億円で8.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,198億円で33.2％、「製造業」が1,036億円で28.7％、

「その他の事業」が683億円で18.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.8％、「林業」が1.9％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　29年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 136,345,366 194,687,680 29,876,561 360,909,607 100.0

林 業 1,984,065 4,577,285 348,559 6,909,909 1.9

漁 業 371,762 1,176,382 63,772 1,611,917 0.4

鉱 業 1,933,752 14,247,293 4,726,224 20,907,269 5.8

建 設 事 業 38,420,444 70,340,019 11,002,922 119,763,385 33.2

製 造 業 51,430,671 46,350,602 5,855,537 103,636,811 28.7

運 輸 業 14,202,679 21,748,105 2,200,692 38,151,475 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
243,599 706,533 74,213 1,024,346 0.3

そ の 他 の 事 業 27,627,281 35,144,186 5,570,239 68,341,706 18.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 131,112 397,276 34,402 562,791 0.2

構 成 比 37.8% 53.9% 8.3% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成29年 2月末現在における保険料徴収決定済額は8,609億円で、前年同期に比

べて1.5％増となっている。保険料収納済額は8,307億円で、前年同期に比べて1.8％増となっている。また、収納率につ

いてみると96.5％となっており、前年同期に比べて0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,040億円で46.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,942 億円で 22.6％、「製造業」が 1,620 億円で 18.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 28年2月末 29年2月末 28年2月末 29年2月末 28年2月末 29年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 847,996,058 860,872,495 100.0 1.5 816,060,596 830,689,792 100.0 1.8 96.2 96.5

林 業 5,395,400 5,443,227 0.6 0.9 5,174,272 5,231,030 0.6 1.1 95.9 96.1

漁 業 1,968,063 2,003,733 0.2 1.8 1,863,099 1,893,621 0.2 1.6 94.7 94.5

鉱 業 3,000,222 2,974,119 0.3 0.9 △   2,653,635 2,654,886 0.3 0.0 88.4 89.3

建 設 事 業 195,884,539 194,182,868 22.6 0.9 △   181,174,724 179,847,234 21.7 0.7 △   92.5 92.6

製 造 業 161,857,047 161,967,783 18.8 0.1 158,167,873 158,489,663 19.1 0.2 97.7 97.9

運 輸 業 71,435,993 74,036,008 8.6 3.6 67,165,177 70,374,653 8.5 4.8 94.0 95.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,260,525 2,320,784 0.3 2.7 2,260,406 2,320,110 0.3 2.6 100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 392,706,686 404,044,456 46.9 2.9 384,814,170 396,614,741 47.7 3.1 98.0 98.2

船舶所有者の 事業 13,487,583 13,899,516 1.6 3.1 12,787,241 13,263,854 1.6 3.7 94.8 95.4

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

 


